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旧 新 

Ⅰ．基本的考え方 
 
Ⅰ－２ 監督指針策定の趣旨 
 
Ⅰ－２－１ 監督指針策定の趣旨 
我が国経済が持続的に発展するためには、間接金融に偏重している我が
国の金融の流れが直接金融や市場型間接金融にシフトする、いわゆる「貯
蓄から投資へ」の動きを加速することが重要な課題である。これは、主に
以下の四つの効果を通じ、我が国金融システムの安定と内外の市場参加者
にとって魅力ある市場の実現、企業の成長、及び経済発展に資すると考え
られる。 
① 多数の市場参加者がその能力に応じてリスクを広く負担する構造へ
と変化することにより、強靭で高度なリスクシェアリング能力を有す
る金融システムを実現すること（間接金融にリスクが集中することに
よって生じる金融システムの脆弱性の回避）。 

② リスクマネーの円滑な供給を実現し、企業のイノベーションを促進
すること。 

③ 貯蓄金融から投資金融への資金のシフトによる、経営者を監視する
厚みのある市場の実現により、資本の効率性を高め、我が国企業の収
益性の向上を図ること。 

④ 少子高齢社会において、投資者に多様な運用手段を提供することで、
多彩で豊かな社会を実現すること。 
 
こうした流れを実現するためには、仲介者たる金融商品取引業者等が国
民からの信頼を得ることに加え、金融行政として、適切な制度設計と併せ
て、金融商品取引業者等が投資者保護や適切なリスク管理などを意識した
ガバナンスを強化するよう適切に動機付けていくことが必要となる。 
 
我が国における金融・資本市場の改革を振り返ると、フリー・フェア・
グローバルを掲げた平成10年の金融システム改革以降、証券会社の参入容
易化や業務の自由化、証券業の担い手の多様化などの、証券市場の活性化
のための諸施策が講じられた。その成果は、金融商品や販売チャネルの多
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様化などのかたちで現れ始め、証券業等を巡る環境の変化や金融・資本市
場の国際化が進展した。 
そうした中にあっても、利用者保護、利用者利便の向上と、我が国市場
の信頼性確保は、依然として大きな課題であった。例えば、これまで規制
対象となっていない金融商品についての詐欺的な販売等により、一般顧客
に被害が生じるような事例に対しては、金融先物取引法改正による外国為
替証拠金取引への規制の導入（平成17年７月施行）など、個別に投資者保
護策を拡充する形で制度的な手当てを行ってきた。 
このような中、証券取引法の金融商品取引法への改組（平成19年９月30
日施行）は、これまでの改革の成果を更に進める観点から金融イノベーシ
ョンを促進するとともに、横断的かつ包括的な投資者保護ルールの整備等
により、適切な利用者保護を図っていくためのものである。 
今後は、こうした横断的法制の下で、これまでの改革の成果を活かしつ
つ、「貯蓄から投資へ」の流れを更に加速させていくため、多様化している
金融商品取引業者等に対し、監督上の対応を的確に行うことが求められて
いる。（以下略） 

 
 

Ⅱ．金融商品取引業者等の監督に係る事務処理上の留意点 
 
Ⅱ－１ 一般的な事務処理等 

 
Ⅱ－１－１ 一般的な監督事務 
 

（１）～（５）（略） 
 
（６）類似商号使用者等の実態把握等 

投資者からの苦情、捜査当局からの照会、金融商品取引業者・金融商
品取引業協会等からの情報提供又は新聞広告等から、金融商品取引業者

様化などのかたちで現れ始め、証券業等を巡る環境の変化や金融・資本市
場の国際化が進展した。 
そうした中にあっても、利用者保護、利用者利便の向上と、我が国市場
の信頼性確保は、依然として大きな課題であった。例えば、これまで規制
対象となっていない金融商品についての詐欺的な販売等により、一般顧客
に被害が生じるような事例に対しては、金融先物取引法改正による外国為
替証拠金取引への規制の導入（平成17年７月施行）など、個別に投資者保
護策を拡充する形で制度的な手当てを行ってきた。 
このような中、証券取引法の金商法への改組（平成19年９月30日施行）
は、これまでの改革の成果を更に進める観点から金融イノベーションを促
進するとともに、横断的かつ包括的な投資者保護ルールの整備等により、
適切な利用者保護を図っていくためのものである。 
今後は、こうした横断的法制の下で、これまでの改革の成果を活かしつ
つ、「貯蓄から投資へ」の流れを更に加速させていくため、多様化している
金融商品取引業者等に対し、監督上の対応を的確に行うことが求められて
いる。（以下略） 

 
 

Ⅱ．金融商品取引業者等の監督に係る事務処理上の留意点 
 
Ⅱ－１ 一般的な事務処理等 

 
Ⅱ－１－１ 一般的な監督事務 
 

（１）～（５）（略） 
 
（６）無登録業者等及び類似商号使用者の実態把握等 

投資者からの苦情、捜査当局からの照会、金融商品取引業者・金融商
品取引業協会等からの情報提供又は新聞広告等から、無登録・無届けで
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と誤認されるおそれのある商号又は名称を使用している者等を把握した

場合は、警察や地域の消費者センター等への照会、直接の電話確認等の
方法により、積極的にその実態把握に努めるものとする。 
特に、投資者から苦情等があった場合や捜査当局から照会があった場

合は、その対応のみに留まることのないよう十分留意するものとする。 
 
 

（新設） 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

金融商品取引業等を行っている者及び金融商品取引業者と誤認されるお

それのある商号又は名称を使用している者を把握した場合は、警察や地
域の消費者センター等への照会、直接の電話確認等の方法により、積極
的にその実態把握に努めるものとする。 

特に、投資者から苦情等があった場合や捜査当局から照会があった場
合は、その対応のみに留まることのないよう十分留意するものとする。 

 

（７）無登録業者等に係る対応について 
無登録業者等に関する情報を入手した場合は、被害の拡大を防ぐ観点

から下記のような対応に努めることとする。 

なお、無届けで適格機関投資家等特例業務等を行なっている者につい
ても、これに準じた対応をすることとする。 
① 苦情等の受付 

投資者等から無登録で金融商品取引業を行っている者に関する情報
提供があったときは、極力詳細な内容（業者名、所在地、代表者名、
電話番号、営業の実態、申出人氏名、申出内容を捜査当局へ連絡する

ことの可否等）を聴取した上、次により対応する。 
イ 他の財務局に本拠地のある無登録業者の情報を受け付けた場合に
は、申出内容について聴取したうえで、本拠地のある財務局へ情報

を連絡する（その後の対応は連絡を受けた財務局で対応することを
基本とする）。 
ロ 連絡先が判明しない業者については、更なる情報収集に努める。 

ハ 情報提供者から業者及び他の機関に連絡しないように求められた
場合には、情報提供者に不利益が及ばないよう留意する。 
ニ 無登録が疑われる場合には申出人においても捜査当局へ情報提供

をするよう慫慂する。 
ホ 「管理台帳（監督指針別紙Ⅱ－６）」を作成し、投資者からの苦情・
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照会の内容及び当該業者に対する当局の指導内容、相手方の対応等

を時系列的に整理・記録しておく。  
② 無登録で業を行っていることが判明した場合 

直接受理した情報や金融庁･他局から提供された情報により、業者名

及び連絡先が判明しており、かつ、営業実態もある程度判明している
業者については、直接、当該業者に電話する等の方法により実態把握
に努め、その結果、当該業者が無登録で業を行っていることが判明し

た場合には、次により対応する（捜査当局による捜査に支障が出る場
合を除く）。 
イ 無登録に至った原因に故意性・悪質性がなく、投資者保護の観点

から問題のある業者でない場合には、直ちに金融商品取引業の登録
を求める。 
ロ 無登録に至った原因に故意性・悪質性があると認められる場合、

その他投資者保護上必要と認められる場合には、捜査当局に連絡す
るとともに、かかる行為を直ちに取り止めるよう監督指針別紙Ⅱ－
４及びⅡ－５により文書による警告を行う。 

③ 無登録で業を行っていると断定するまでには至らない場合 
実態把握の結果、当該業者が無登録で業を行っていると判明するま
でには至らない場合であっても、行っているおそれがあると判断され

る場合には、監督指針別紙Ⅱ-５により文書による警告を行う（捜査当
局による捜査に支障が出る場合は除く）。 

④ 警告を発したにもかかわらず是正しない場合 

監督指針別紙Ⅱ－４による警告を発したにもかかわらず是正しない
者については、必要に応じ捜査当局に対し告発を行うものとする。 

⑤ 金融庁への報告 

「警告」、「告発」の措置をとった場合は、「管理台帳」及び「警告文
書」等の写しを速やかに金融庁長官へ送付する。 
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（７）類似商号使用者等に対する警告等 
① 明らかに類似商号に該当すると認められる者（例えば、「○○証券」、
「○○第△種金融商品取引業者」、「○○投資法人」等）については、

別紙様式Ⅱ－１により文書で警告を行うとともに、直接、電話や面談
等により接触し是正を求めるものとする。また、捜査当局に連絡し情
報交換等を行うものとする。 

② 金融商品取引業者と紛らわしい商号（注）を使用している者につい
ては、別紙様式Ⅱ－２により文書で警告を行うとともに、警察や地域
の消費者センター等への照会、直接の電話確認等の方法により業務内

容を調査するものとする。 
調査の結果、当該業者の業務が金融商品取引業者とは明らかに異な

る場合を除き、別紙様式Ⅱ－３により再度文書で警告を行うとともに、

直接、電話や面談等により接触し是正を求めるものとする。 
また、当該業者が無登録で金融商品取引業を行っていることが判明

した場合には、当該業者に対し、かかる行為を直ちに取り止めるよう

あわせて文書で警告を行うとともに捜査当局に連絡する。 
③ 類似商号を使用していない場合であっても、投資者からの苦情や通
報等を受けて調査した結果、当該業者が無登録で金融商品取引業を行

っていることが判明した場合には、別紙様式Ⅱ－４により文書で警告
を行うとともに、直接、電話や面談等により接触し是正を求めるもの
とする。また、捜査当局に連絡し情報交換を行うものとする。 

④ 別紙様式Ⅱ－１、別紙様式Ⅱ－３及び別紙様式Ⅱ－４による警告を
発したにもかかわらず是正しない者については、捜査当局に対し告発
を行うものとする。 

⑤ 投資者からの苦情や通報等を受けて調査した結果、当該業者が無登
録で金融商品取引業を行っていると断定するまでには至らない場合で

 

（８）類似商号使用者に係る対応について 
① 明らかに類似商号に該当すると認められる者（例えば、「○○証券」、
「○○第△種金融商品取引業者」、「○○投資法人」等）については、

別紙様式Ⅱ－１により文書で警告を行うとともに、直接、電話や面談
等により接触し是正を求めるものとする。また、捜査当局に連絡し情
報交換等を行うものとする。 

② 金融商品取引業者と紛らわしい商号（注）を使用している者につい
ては、別紙様式Ⅱ－２により文書で警告を行うとともに、警察や地域
の消費者センター等への照会、直接の電話確認等の方法により業務内

容を調査するものとする。 
調査の結果、当該業者の業務が金融商品取引業者とは明らかに異な
る場合を除き、別紙様式Ⅱ－３により再度文書で警告を行うとともに、

直接、電話や面談等により接触し是正を求めるものとする。 
 
 

 
（削除） 
 

 
 
 

③ 別紙様式Ⅱ－１及び別紙様式Ⅱ－３による警告を発したにもかかわ
らず是正しない者については、捜査当局に対し必要に応じ告発を行う
ものとする。 

（削除） 
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あっても、行っているおそれがあるものと判断される場合には、必要

に応じて、別紙様式Ⅱ－５による文書での照会、電話や面談等により
業務の状況を直接確認し、さらに、捜査当局への連絡及び情報交換を
行うものとする。 

⑥ 財務局長は、上記①から⑤までの措置をとった場合は、業者名、代
表者名、店舗等の所在地、業務内容及び規模等について速やかに金融
庁長官へ報告するものとする。 

⑦ 財務局長は、類似商号使用者等については、管理台帳（別紙様式Ⅱ
－６）を作成し、当該業者に対する投資者等からの苦情・照会の内容
及び当該業者に対する当局の指導内容、相手方の対応等を時系列的に

整理・記録しておくものとする。 
（注）「金融商品取引業者と紛らわしい商号例」 

金融商品取引業者で、金商法施行時に旧証券取引法第28条の登

録を受けている者（みなし登録第一種業者）及び金商法施行後に
有価証券関連業を行う者は、その商号中に「証券」という文字を
使用することができる。商号中に「証券」という文字を用いるこ

れらの者（以下「特例証券会社等」という。）と紛らわしい商号に
関しては、一般に「特例証券会社等と誤認されるおそれ」の有無
により個別に検討するものとするが、使用例を掲げれば次のとお

りである。 
(a) 「証券」という文字に他の文字を組み合わせているが、その
商号から特例証券会社等と紛らわしいもの。 

〔例示〕 
○○証券取引、○○証券売買、○○証券取次、○○証券投
資、○○証券商事、○○証券短資、○○証券委託、○○証券

媒介、○○証券代理 
ただし、「○○証券印刷」のように明らかに特例証券会社等

 

 
 
 

④ 財務局長は、上記①から③までの措置をとった場合は、業者名、代
表者名、店舗等の所在地、業務内容及び規模等について速やかに金融
庁長官へ報告するものとする。 

⑤ 財務局長は、類似商号使用者等については、管理台帳（別紙様式Ⅱ
－６）を作成し、当該業者に対する投資者等からの苦情・照会の内容
及び当該業者に対する当局の指導内容、相手方の対応等を時系列的に

整理・記録しておくものとする。 
（注）「金融商品取引業者と紛らわしい商号例」 

金融商品取引業者で、金商法施行時に旧証券取引法第28条の登

録を受けている者（みなし登録第一種業者）及び金商法施行後に
有価証券関連業を行う者は、その商号中に「証券」という文字を
使用することができる。商号中に「証券」という文字を用いるこ

れらの者（以下「特例証券会社等」という。）と紛らわしい商号に
関しては、一般に「特例証券会社等と誤認されるおそれ」の有無
により個別に検討するものとするが、使用例を掲げれば次のとお

りである。 
(a) 「証券」という文字に他の文字を組み合わせているが、その
商号から特例証券会社等と紛らわしいもの。 

〔例示〕 
○○証券取引、○○証券売買、○○証券取次、○○証券投
資、○○証券商事、○○証券短資、○○証券委託、○○証券

媒介、○○証券代理 
ただし、「○○証券印刷」のように明らかに特例証券会社等
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と異なるものは除く。 

(b) 「証券」という文字は使用していないが、その商号から特例
証券会社等と紛らわしいもの。 
〔例示〕 

○○株式委託、○○株式投資、○○株式取次、○○株式売
買、○○株式取引、○○株式代理（債券でも同様）、○○金融
商品取引 

 
Ⅱ－５ 行政処分を行う際の留意点 
 

Ⅱ－５－２ 金商法第51条から第52条の２第１項までの規定に基づく行政処
分（業務改善命令、業務停止命令等） 
金融商品取引業者等からの報告又は証券取引等監視委員会からの勧告等

の内容について、本監督指針に掲げた評価項目等に照らして総合的に検証
した結果、公益又は投資者保護の観点から重大な問題が認められる場合、
以下（１）から（３）に掲げる要素を勘案するとともに、それ以外に考慮

すべき要因がないかどうかを吟味した上で、 
・ 改善に向けた取組みを金融商品取引業者等の自主性に委ねることが
適当かどうか、 

・ 改善に相当の取組みを要し、一定期間業務改善に専念・集中させる
必要があるか、 

・ 業務を継続させることが適当かどうか、 

等の点について検討を行い、行政処分の内容を決定することとする。 
 
 

Ⅲ．監督上の評価項目と諸手続（共通編） 
 

と異なるものは除く。 

(b) 「証券」という文字は使用していないが、その商号から特例
証券会社等と紛らわしいもの。 
〔例示〕 

○○株式委託、○○株式投資、○○株式取次、○○株式売
買、○○株式取引、○○株式代理（債券でも同様）、○○金融
商品取引 

 
Ⅱ－５ 行政処分を行う際の留意点 
 

Ⅱ－５－２ 金商法第51条から第52条の２第１項までの規定に基づく行政処
分（業務改善命令、業務停止命令等） 
金融商品取引業者等からの報告又は証券取引等監視委員会からの勧告等

の内容について、本監督指針に掲げた評価項目等に照らして総合的に検証
した結果、公益又は投資者保護の観点から重大な問題が認められる場合、
以下（１）から（３）までに掲げる要素を勘案するとともに、それ以外に

考慮すべき要因がないかどうかを吟味した上で、 
・ 改善に向けた取組みを金融商品取引業者等の自主性に委ねることが
適当かどうか、 

・ 改善に相当の取組みを要し、一定期間業務改善に専念・集中させる
必要があるか、 

・ 業務を継続させることが適当かどうか、 

等の点について検討を行い、行政処分の内容を決定することとする。 
 
 

Ⅲ．監督上の評価項目と諸手続（共通編） 
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Ⅲ－３ 諸手続（共通編） 

 
Ⅲ－３－１ 登録 
 

（１）～（３）（略） 
 
（４）登録申請書の添付書類 

① 住民票の抄本には、次の項目が記載されているものを提出させるも
のとする。 
イ．住所 

ロ．氏名 
ハ．生年月日 
二．本籍 

②（略） 
 
Ⅲ－３－３ 業務に関する帳簿書類関係 

業務に関する帳簿書類（以下「帳簿書類」という（Ⅵ－３－２－４、Ⅵ
－３－３－４、Ⅷ－２－３及び －２－３を除く。）。）は、金融商品取引業
者の業務又は財産の状況を正確に反映させ、業務の適切性や財務の健全性

を検証することなどによって、投資者保護に資するため法令にその作成及
び保存義務が規定されているものである。帳簿書類の検証に当たっては、
これらの趣旨を踏まえ、以下の点に留意して行うものとする。 

 
（１）基本的留意事項 
①～⑤（略） 

⑥ 金商業等府令第157条第１項第１号イ（４）に規定する書面（金商法
第37条の４第１項に規定する契約締結時交付書面）の写しについては、

Ⅲ－３ 諸手続（共通編） 

 
Ⅲ－３－１ 登録 
 

（１）～（３）（略） 
 
（４）登録申請書の添付書類 

① 住民票の抄本には、次の項目が記載されているものを提出させるも
のとする。 
イ．住所 

ロ．氏名 
ハ．生年月日 
（削除） 

②（略） 
 
Ⅲ－３－３ 業務に関する帳簿書類関係 

業務に関する帳簿書類（以下「帳簿書類」という（Ⅵ－３－２－４、Ⅵ
－３－３－４、Ⅷ－２－３及び －２－３を除く。）。）は、金融商品取引業
者の業務又は財産の状況を正確に反映させ、業務の適切性や財務の健全性

を検証することなどによって、投資者保護に資するため法令にその作成及
び保存義務が規定されているものである。帳簿書類の検証に当たっては、
これらの趣旨を踏まえ、以下の点に留意して行うものとする。 

 
（１）基本的留意事項 
①～⑤（略） 

⑥ 金商業等府令第157条第１項第１号イ（４）に規定する書面（金商法
第37条の４第１項に規定する契約締結時等交付書面）の写しについて
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当該書面と同時に機械的処理により作成されるものであって、当該書

面の記載事項がすべて記載された他の帳簿書類をもってこれに代える
ことができる。 

⑦～⑨（略） 

 
 
Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業） 

 
Ⅳ－１ 経営管理（第一種金融商品取引業） 
 

Ⅳ－１－２ 金融商品取引業を適確に遂行するに足りる人的構成 
 
（１）主な着眼点 

金融商品取引業者の役員又は使用人に関する以下の事項に照らし、金
融商品取引業（第一種金融商品取引業に限る。Ⅳにおいて同じ。）を適確
に遂行するに足りる人的構成が確保されていると認められるか。 

① 金融商品取引法等の関連諸規制や監督指針で示している経営管理の
着眼点の内容を理解し、実行するに足る知識・経験、並びに金融商品
取引業の公正かつ的確な遂行に必要となるコンプライアンス及びリス

ク管理に関する十分な知識・経験を有している者を確保していること。 
②～③（略） 
④ 金融商品取引法等我が国の金融関連法令又はこれらに相当する外国

の法令の規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による
刑を含む。）に処せられたことがないこと。 

  ⑤（略） 

 
Ⅳ－２ 財務の健全性等（第一種金融商品取引業） 

は、当該書面と同時に機械的処理により作成されるものであって、当

該書面の記載事項がすべて記載された他の帳簿書類をもってこれに代
えることができる。 

⑦～⑨（略） 

 
 
Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業） 

 
Ⅳ－１ 経営管理（第一種金融商品取引業） 
 

Ⅳ－１－２ 金融商品取引業を適確に遂行するに足りる人的構成 
 
（１）主な着眼点 

金融商品取引業者の役員又は使用人に関する以下の事項に照らし、金
融商品取引業（第一種金融商品取引業に限る。Ⅳにおいて同じ。）を適確
に遂行するに足りる人的構成が確保されていると認められるか。 

① 金商法等の関連諸規制や監督指針で示している経営管理の着眼点の
内容を理解し、実行するに足る知識・経験、並びに金融商品取引業の
公正かつ的確な遂行に必要となるコンプライアンス及びリスク管理に

関する十分な知識・経験を有している者を確保していること。 
②～③（略） 
④ 金商法等我が国の金融関連法令又はこれらに相当する外国の法令の

規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）
に処せられたことがないこと。 

  ⑤（略） 

 
Ⅳ－２ 財務の健全性等（第一種金融商品取引業） 
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（新設） 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

Ⅳ－２－７ 早期警戒制度 
金融商品取引業者の経営の健全性を確保していくための手法としては、

金商法第 46 条の６第１項の規定に基づく、「早期是正措置」が定められて

いるところであるが、本措置の対象とはならない金融商品取引業者であっ
ても、その健全性の維持及び一層の向上を図るため、継続的な経営改善へ
の取組みがなされる必要がある。 

このため、金融商品取引業者が、以下に掲げる自己資本規制比率の変動、
有価証券の価格変動等について、あらかじめ設定した基準に該当すること
となった場合には、早期警戒制度に基づくヒアリングや報告徴求等を行う

ことによって、早め早めにリスクを特定することとする。 
 
（注）早期警戒制度の枠組みの下では、個々の基準に該当する金融商品取

引業者に対しヒアリング等の監督上の対応を実施していくこととなる
が、そうした場合であっても、当該金融商品取引業者の経営が不健全で
あると自動的にみなされるものではなく、当局としても、必ずしも直ち

に経営改善を求めるものではない。 
また、業者側のコストや監督行政の効率性の観点から、早期警戒のモ

ニタリングは金融商品取引業者の規模及びリスク特性等に応じて柔軟に

運用するものとする。 
 
（１）自己資本規制比率の変動 

自己資本規制比率の毎月の変動幅、変動割合について、オフサイト・
モニタリングのデータ等に基づき把握し、顕在化しているリスクに関す
る分析等を行う。 

 
（２）有価証券の価格変動 
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Ⅳ－３ 業務の適切性（第一種金融商品取引業） 
 
Ⅳ－３－１ 有価証券関連業に係る業務の適切性 

 
Ⅳ－３－１－２ 勧誘・説明態勢 
 

（１）～（４）（略） 
 

金融商品取引業者の有価証券保有額について、オフサイト・モニタリ

ングのデータ等に基づき把握し、一定の価格変動を仮定したストレステ
ストを基に、市場リスクに関する分析等を行う。 
 

（３）為替変動の影響等 
店頭金融先物取引を行う金融商品取引業者に対しては、為替変動の影

響についてオフサイト・モニタリングのデータ等に基づき把握し、分別

管理の方法やレバレッジ率、取引形態等に関する状況と照らして、為替
変動によって自己資本が毀損するリスク等に関する分析等を行う。 

 

（４）監督手法・対応 
上記（１）から（３）までのデータを元に、それぞれの状況について

あらかじめ設定した基準に該当することとなった場合には、当該金融商

品取引業者に対し、早期警戒制度に基づくヒアリングや報告徴求等を行
うことによって、早め早めにリスクを特定することとする。 
また、現状について改善策を確実に実行させる必要があると認められ

る場合には、金商法第 51条の規定に基づく業務改善命令を発出する等の
対応を行うものとする。 

 

Ⅳ－３ 業務の適切性（第一種金融商品取引業） 
 
Ⅳ－３－１ 有価証券関連業に係る業務の適切性 

 
Ⅳ－３－１－２ 勧誘・説明態勢 
 

（１）～（４）（略） 
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（新設） 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

（５）証券化商品の販売に係る留意事項（証券化商品の追跡可能性（トレー

サビリティ）の確保） 
証券化商品の中には、複雑な構造を有し、組成・販売の過程に複数の

関係者が介在するものがあり、原資産の組成者から、証券化商品の組成

者、販売者（場合によっては二次販売者）、投資家に至る一連の流れの中
で、原資産の内容やリスクにつき適切な情報伝達がなされない場合には、
投資家におけるリスクの的確な把握が困難になるおそれがある。 

証券化商品の取引は、基本的にはプロ同士（証券会社等と適格機関投
資家等）の取引と考えられるため、法令上の開示規制や業者の説明義務
の対象にはならない可能性が高いものの、その販売に関しては、上記の

視点も踏まえ、以下のような点に留意するものとする。 
なお、証券会社等が単なる売買の媒介しか行わないなど限定的な役割

しか担わない場合であっても、投資者と接点を有する限りにおいては、

実務上可能な範囲で協力をすることが望ましい。 
① 販売に先立ち、原資産の内容やリスクに関する情報を収集し、適切
な説明が可能となるよう、分析を行っているか。 

② 販売の際に、格付けのみに依存することなく、原資産のリスク、格
付けに反映されない流動性リスク等についても情報伝達を行うよう、
社内手続き・ルールが定められており、必要な態勢が整備されている

か。 
③ 投資者である顧客からの要望があれば、当該顧客が原資産の内容や
リスクに関する情報を適切にトレースすることができるよう、情報伝

達のための社内手続き・ルールが定められており、必要な態勢が整備
されているか。 

④ 市場価格の特定が困難となった場合にも、理論価格等を評価・算定

し、顧客に迅速かつ的確に提示することができる態勢が整備されてい
るか。また、当該理論価格等の評価・算定に当たっては、情報利用者
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（５）監督手法・対応 

（略） 
 
Ⅳ－３－３ 店頭デリバティブ取引業に係る業務の適切性 

 
Ⅳ－３－３－１ 法令等遵守態勢 
 店頭デリバティブ取引業者（金商法第２条第８項４号に掲げる行為を業

として行う第一種金融商品取引業者をいう。以下同じ。）が、店頭デリバテ
ィブ取引の担い手としての自らの役割を十分に認識して、法令や業務上の
諸規則を厳格に遵守し健全かつ適切な業務運営に努めることは、店頭デリ

バティブ取引業者に対する投資者からの信頼を確立する上で重要である。 
こうした店頭デリバティブ取引業者のコンプライアンス態勢について

は、基本的にはⅢ－２－１における態勢整備の着眼点及び監督手法をもっ

て対応することとするが、それ以外にも、自主規制機関の策定する自主規
制ルールの遵守状況も含めた幅広い検証を行うこととする。 

 

（新設） 
 
 

 
 
 

 
 

による意図的な特定の利用に資することを優先した恣意的な算定等が

なされていないか。 
 
（６）監督手法・対応 

（略） 
 
Ⅳ－３－３ 店頭デリバティブ取引業に係る業務の適切性 

 
Ⅳ－３－３－１ 法令等遵守態勢 

店頭デリバティブ取引業者（金商法第２条第８項４号に掲げる行為を業

として行う第一種金融商品取引業者をいう。以下同じ。）が、店頭デリバテ
ィブ取引の担い手としての自らの役割を十分に認識して、法令や業務上の
諸規則を厳格に遵守し健全かつ適切な業務運営に努めることは、店頭デリ

バティブ取引業者に対する投資者からの信頼を確立する上で重要である。 
こうした店頭デリバティブ取引業者のコンプライアンス態勢について

は、基本的にはⅢ－２－１における態勢整備の着眼点及び監督手法をもっ

て対応することとするが、それ以外にも、自主規制機関の策定する自主規
制ルールの遵守状況も含めた幅広い検証を行うこととする。 

 

（１）区分管理に係る留意事項 
① 店頭デリバティブ取引業者が店頭金融先物取引（金商業等府令第 79
条第２項第２号に掲げる取引）に係る金銭その他の保証金を管理する

にあたり、業府令第 143 条第１項第３号に規定されるカバー取引相手
方への預託を行っている場合、当該保証金のうちカバー取引に該当し
ない自己取引に係る保証金がある場合は、カバー取引に係る保証金と

自己取引に係る保証金とを明確に区分して管理しているか。 
② カバー取引相手方へ預託した保証金について、相場の変動等により
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Ⅳ－３－３－２ 勧誘・説明態勢 
 
（１）・（２）（略） 

 
（３）店頭金融先物取引業者の説明責任に係る留意事項 
① 取引時に表示した数値の提示等 

 イ．金商業等府令第 123 条第 21号に関し、店頭金融先物取引（金商業
等府令第 79 条第２項第２号に掲げる取引）について、店頭金融先物
取引業者が顧客の取引時に表示した金融商品、金融指標又はオプシ

ョンの価格を、当該価格の提示を要求した当該顧客に提示する場合
には、各取引日ごとの始値、高値、安値及び終値の提示によること
ができる。 

 ロ．（略） 
②（略） 
（新設） 

 
 
 

 
 
  （新設） 

 
 

追加すべき保証金が発生した場合には、自己勘定において支払うこと

とし、顧客勘定として管理する他の顧客の保証金をこれに充てること
のないよう管理しているか。 

 

Ⅳ－３－３－２ 勧誘・説明態勢 
 
（１）・（２）（略） 

 
（３）店頭金融先物取引業者の説明責任に係る留意事項 
① 取引時に表示した数値の提示等 

 イ．金商業等府令第 123 条第 21 号に関し、店頭金融先物取引について、
店頭金融先物取引業者が顧客の取引時に表示した金融商品、金融指
標又はオプションの価格を、当該価格の提示を要求した当該顧客に

提示する場合には、各取引日ごとの始値、高値、安値及び終値の提
示によることができる。 

 

 ロ．（略） 
②（略） 
③ 顧客及びカバー取引相手方との取引 

以下の点について、顧客から説明を求められた場合には、適切な説
明を行っているか。 
イ．カバー取引の発注方法 

ロ．カバー取引の執行基準 
ハ．カバー取引相手方との間でシステム障害が発生した場合の対応 

④ 相場が急激に変動した場合の対応 

相場が急激に変動した場合の対応について、顧客から説明を求めら
れた場合には、適切な説明を行っているか。 
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  （新設） 

 
 
 

  （新設） 
 
 

 
 
 

（４）～（７）（略） 
 
 

（新設） 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

⑤ 自己勘定取引に係る社内管理態勢 

自己勘定による取引を行っているか否か、行っている場合のリスク
管理態勢等について、顧客から説明を求められた場合には、適切な説
明を行っているか。 

⑥ 区分管理の状況 
保証金をカバー取引相手方へ預託している場合には、金商業府令第
94 条第１項に規定するカバー取引相手方の情報に加え、カバー取引相

手方での口座設定の状況及び保証金の管理の状況について、顧客から
説明を求められた場合には、適切な説明を行っているか。 

 

（４）～（７）（略） 
 
 

Ⅳ－３－３－４ 店頭金融先物取引に係るリスク管理態勢 
顧客を相手方として取引を行う通貨に係る店頭金融先物取引について

は、自己が負うリスクの管理が重要であることから、リスク管理態勢の整

備及び業務運営の遂行について、以下の点に留意し監督するものとする。 
 

（１）顧客及びカバー取引相手方との取引に係る留意事項 

① 顧客との取引後、カバー取引を行うまでの間に時間差が生じる可能
性がある場合には、その間の相場の急激な変動等に備えたリスク管理
態勢を整備しているか。 

② カバー取引を顧客との取引ごとにその都度行うのではなく、一定の
時間ごと若しくは一定の金額ごとに行う又はディーラーの判断によっ
て行うこととしている場合には、顧客との取引とカバー取引とに時間

差が生じることに十分留意し、その間の相場の急激な変動等に備えた
リスク管理態勢を整備しているか。 
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③ 顧客からの指値注文又はロスカット注文について、情報ベンダー等

が示す相場の気配等から判断して注文を約定させその後カバー取引を
行う場合には、その間の相場の急激な変動等に備えたリスク管理態勢
を整備しているか。 

④ システムによるカバー取引に係るシステムリスクについては、基本
的にはⅢ-２-８における態勢整備の留意点をもって対応することとす
るが、カバー取引を行う際にカバー取引相手方との間でシステム障害

により、取引が行えない場合があることを勘案し、その間の相場の急
激な変動等に備えたリスク管理態勢を整備しているか。 
⑤ カバー取引相手方との間の契約内容等を十分に把握し、トラブル発

生時の対応が迅速かつ適切になされるような態勢が整備されている
か。 

 

（２）相場が急激に変動した場合の取引に係る留意事項 
相場が急激に変動した場合に備え、自己勘定取引を停止する又はカバ

ー取引相手方との取引ができない場合には顧客からの受注を行わない等

の具体的なリスク管理の方針を定め、そのための態勢を整備しているか。 
 
（３）自己勘定取引に係る留意事項 

顧客取引に係るカバー取引以外に自己勘定による取引を行っている場
合には、以下の点に留意する必要がある。 
① 自己勘定取引を行う担当者のポジションリミット、ストップロスリ

ミット（日次・月次）、オーバーナイトポジションのリミット等につい
て社内規程を整備しているか。 

② 自己勘定取引を行う担当者の取引の発注に関し、誤発注を回避する

ためのソフトリミット・ハードリミットを設けているか。 
③ 担当者の行う取引における社内規程の遵守について、バックオフィ
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Ⅳ－４ 諸手続（第一種金融商品取引業） 

 
Ⅳ－４－２ 承認及び届出等 
 

Ⅳ－４－２－１ 認可 
  私設取引システム（Proprietary Trading System；ＰＴＳ）は取引所類
似の機能を有しており、そのためこれを運営する業務は、金商法において

も旧証券取引法から引き続き認可制を維持することとされた。こうしたこ
とを踏まえ、金商法第２条第８項第10号に規定する業務の認可については、
以下の留意事項を踏まえて検討することが必要である。 

①（略） 
② 当該業務の認可に当たっては、次の点に留意するものとする。 
イ．内部管理 

当該業務に係る内部管理の態勢について、次の事項が整備されてい
るか。 

スにおいて常時モニタリングする態勢となっているか。 

 
（４）監督手法・対応 

日常の監督事務を通じて把握された店頭金融先物取引業者のリスク管

理態勢に関する課題及び対応状況については、ヒアリングや金商法第 56
条の２第１項の規定に基づく報告を通じて把握することとする。また、
当該業者の状況が公益又は投資者保護の観点から重大な問題があると認

められる場合には、金商法第 51 条の規定に基づく業務改善命令を発出す
る等の対応を行うものとする。更に、業務又は財産の状況に照らし支払
不能に陥るおそれがある等の場合には、金商法第 52 条第１項の規定に基

づく業務停止命令等の発出も含め、必要な対応を検討するものとする。 
 
Ⅳ－４ 諸手続（第一種金融商品取引業） 

 
Ⅳ－４－２ 承認及び届出等 
 

Ⅳ－４－２－１ 認可 
  私設取引システム（Proprietary Trading System；ＰＴＳ）は取引所類
似の機能を有しており、そのためこれを運営する業務は、金商法において

も旧証券取引法から引き続き認可制を維持することとされた。こうしたこ
とを踏まえ、金商法第２条第８項第10号に規定する業務の認可については、
以下の留意事項を踏まえて検討することが必要である。 

①（略） 
② 当該業務の認可に当たっては、次の点に留意するものとする。 
イ．内部管理 

当該業務に係る内部管理の態勢について、次の事項が整備されてい
るか。 
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ａ．当該業務を管理する責任者が有価証券関連業務の経験を原則とし

て５年以上有する者であり、当該業務を行う部署が業務の遂行に必
要な組織及び人員配置となっていると。 

ｂ．～ｄ．（略） 

ロ．～ニ．（略） 
③～④（略） 
 

 
Ⅴ．監督上の評価項目と諸手続（第二種金融商品取引業） 
 

Ⅴ－１ 経営管理（第二種金融商品取引業） 
 
Ⅴ－１－２ 金融商品取引業を適確に遂行するに足りる人的構成 

 
（１）主な着眼点 

金融商品取引業者の役員又は使用人に関する以下の事項に照らし、金

融商品取引業（第二種金融商品取引業に限る。Ⅴにおいて同じ。）を適確
に遂行するに足りる人的構成が確保されていると認められるか。 
① 金融商品取引法等の関連諸規制や監督指針で示している経営管理の

着眼点の内容を理解し、実行するに足る知識・経験、並びに金融商品
取引業の公正かつ的確な遂行に必要となるコンプライアンス及びリス
ク管理に関する十分な知識・経験を有している者を確保していること。 

②～⑤（略） 
 
Ⅴ－２ 業務の適切性（第二種金融商品取引業） 

 
Ⅴ－２－１ みなし有価証券販売業等に係る業務の適切性 

ａ．当該業務を管理する責任者が有価証券関連業務の経験を原則とし

て５年以上有する者であり、当該業務を行う部署が業務の遂行に必
要な組織及び人員配置となっていること。 
ｂ．～ｄ．（略） 

ロ．～ニ．（略） 
③～④（略） 
 

 
Ⅴ．監督上の評価項目と諸手続（第二種金融商品取引業） 
 

Ⅴ－１ 経営管理（第二種金融商品取引業） 
 
Ⅴ－１－２ 金融商品取引業を適確に遂行するに足りる人的構成 

 
（１）主な着眼点 

金融商品取引業者の役員又は使用人に関する以下の事項に照らし、金

融商品取引業（第二種金融商品取引業に限る。Ⅴにおいて同じ。）を適確
に遂行するに足りる人的構成が確保されていると認められるか。 
① 金商法等の関連諸規制や監督指針で示している経営管理の着眼点の

内容を理解し、実行するに足る知識・経験、並びに金融商品取引業の
公正かつ的確な遂行に必要となるコンプライアンス及びリスク管理に
関する十分な知識・経験を有している者を確保していること。 

②～⑤（略） 
 
Ⅴ－２ 業務の適切性（第二種金融商品取引業） 

 
Ⅴ－２－１ みなし有価証券販売業等に係る業務の適切性 
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Ⅴ－２－１－１ 勧誘・説明態勢 
 
（１）～（３）（略） 

 
（新設） 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

Ⅴ－２－１－１ 勧誘・説明態勢 
 
（１）～（３）（略） 

 
（４）証券化商品の販売に係る留意事項（証券化商品の追跡可能性（トレー
サビリティ）の確保） 

みなし有価証券販売業者の中には、金商法第２条第２項第１号及び第
２号に規定する信託受益権について第28条第２項第２号に規定する行為
を業として行う者（以下「信託受益権販売業者」という。）があるが、こ

れらの者が取り扱う証券化商品（信託受益権）についても、原資産の情
報が投資者に適切に伝達されることが重要である。そのため、以下のよ
うな点に留意するものとする。 

なお、信託受益権販売業者が単なる売買の媒介しか行わないなど限定
的な役割しか担わない場合であっても、投資者と接点を有する限りにお
いては、実務上可能な範囲で協力をすることが望ましい。 

① 販売に先立ち、原資産の内容やリスクに関する情報を収集し、適切
な説明が可能となるよう、分析を行っているか。 

② 販売の際に、格付けのみに依存することなく、原資産のリスク、格

付けに反映されない流動性リスク等についても情報伝達を行うよう、
社内手続き・ルールが定められており、必要な態勢が整備されている
か。 

③ 投資者である顧客からの要望があれば、当該顧客が原資産の内容や
リスクに関する情報を適切にトレースすることができるよう、情報伝
達のための社内手続き・ルールが定められており、必要な態勢が整備

されているか。 
④ 市場価格の特定が困難となった場合にも、理論価格等を評価・算定
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（４）監督手法・対応 

（略） 

 
Ⅴ－２－２ 市場デリバティブ取引業に係る業務の適切性 
 

Ⅴ－２－２－２ 勧誘・説明態勢 
 
（１）～（３）（略） 

 
（４）委託証拠金その他の保証金の受領に係る書面交付に係る留意事項 
 金商業等府令第 114 条第１項第４号に規定する「当該金融商品取引業

者等が保証金を受領した日付」については、各社において顧客との間で
約した取決めに基づき、入金された当日又は翌営業日等とすることがで
きるものとする。 

 
（５）監督手法・対応 
   （略） 

 
Ⅴ－３ 諸手続（第二種金融商品取引業） 
 

Ⅴ－３－１ 登録 
 

し、顧客に迅速かつ的確に提示することができる態勢が整備されてい

るか。また、当該理論価格等の評価・算定に当たっては、情報利用者
による意図的な特定の利用に資することを優先した恣意的な算定等が
なされていないか。 

 
（５）監督手法・対応 

（略） 

 
Ⅴ－２－２ 市場デリバティブ取引業に係る業務の適切性 
 

Ⅴ－２－２－２ 勧誘・説明態勢 
 
（１）～（３）（略） 

 
（削除） 

 

 
 

 

 
（４）監督手法・対応 
   （略） 

 
Ⅴ－３ 諸手続（第二種金融商品取引業） 
 

Ⅴ－３－１ 登録 
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（１）体制審査の項目 

金商法第29条の４第１項第１号ニに規定する金融商品取引業を適確に
遂行するに足りる人的構成を有しない者であるか否かの審査にあたって
は、登録申請書、同添付書類及びヒアリングにより次の点を確認するも

のとする。 
① その行う業務に関する十分な知識及び経験を有する役員又は使用人
の確保の状況及び組織体制として、以下の事項に照らし、当該業務を

適正に遂行することができると認められるか。 
イ．（略） 
ロ．常務に従事する役員が、金融商品取引法等の関連諸規制や監督指

針で示している経営管理の着眼点の内容を理解し、実行するに足る
知識・経験、及び金融商品取引業の公正かつ的確な遂行に必要とな
るコンプライアンス及びリスク管理に関する十分な知識・経験を有

すること。 
ハ．～ホ．（略） 

② （略） 

 
 
Ⅵ．監督上の評価項目と諸手続（投資運用業） 

 
Ⅵ－３ 諸手続（投資運用業） 
 

Ⅵ－３－１ 登録 
 
Ⅵ－３－１－１ 投資運用業 

 
（１）体制審査の項目 

（１）体制審査の項目 

金商法第29条の４第１項第１号ニに規定する金融商品取引業を適確に
遂行するに足りる人的構成を有しない者であるか否かの審査にあたって
は、登録申請書、同添付書類及びヒアリングにより次の点を確認するも

のとする。 
① その行う業務に関する十分な知識及び経験を有する役員又は使用人
の確保の状況及び組織体制として、以下の事項に照らし、当該業務を

適正に遂行することができると認められるか。 
イ．（略） 
ロ．常務に従事する役員が、金商法等の関連諸規制や監督指針で示し

ている経営管理の着眼点の内容を理解し、実行するに足る知識・経
験、及び金融商品取引業の公正かつ的確な遂行に必要となるコンプ
ライアンス及びリスク管理に関する十分な知識・経験を有すること。 

 
ハ．～ホ．（略） 

② （略） 

 
 
Ⅵ．監督上の評価項目と諸手続（投資運用業） 

 
Ⅵ－３ 諸手続（投資運用業） 
 

Ⅵ－３－１ 登録 
 
Ⅵ－３－１－１ 投資運用業 

 
（１）体制審査の項目 
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金商法第29条の４第１項第１号ニに規定する金融商品取引業を適確に

遂行するに足りる人的構成を有しない者であるか否かの審査にあたって
は、登録申請書、同添付書類及びヒアリングにより次の点を確認するも
のとする。 

① その行う業務に関する十分な知識及び経験を有する役員又は使用人
の確保の状況及び組織体制として、以下の事項に照らし、当該業務を
適正に遂行することができると認められるか。 

イ．（略） 
ロ．常務に従事する役員が、金融商品取引法等の関連諸規制や監督指
針で示している経営管理の着眼点の内容を理解し、実行するに足る

知識・経験、及び金融商品取引業の公正かつ的確な遂行に必要とな
るコンプライアンス及びリスク管理に関する十分な知識・経験を有
すること。 

ハ．・ニ．（略） 
ホ．上記ハからニまでのほか、行おうとする業務の適確な遂行に必要
な人員が各部門に配置され、内部管理等の責任者が適正に配置され

る組織体制、人員構成にあること。 
ヘ．（略） 

② 暴力団又は暴力団員との関係その他の事情として、以下の事項を総

合的に勘案した結果、役員又は使用人のうちに、業務運営に不適切な
資質を有する者があることにより、金融商品取引業の信用を失墜させ
るおそれがあると認められることはないか。 

イ．・ロ．（略） 
ハ． 金融商品取引法等我が国の金融関連法令又はこれらに相当する外
国の法令の規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法令に

よる刑を含む。）に処せられたこと。 
ニ．（略） 

金商法第29条の４第１項第１号ニに規定する金融商品取引業を適確に

遂行するに足りる人的構成を有しない者であるか否かの審査にあたって
は、登録申請書、同添付書類及びヒアリングにより次の点を確認するも
のとする。 

① その行う業務に関する十分な知識及び経験を有する役員又は使用人
の確保の状況及び組織体制として、以下の事項に照らし、当該業務を
適正に遂行することができると認められるか。 

イ．（略） 
ロ．常務に従事する役員が、金商法等の関連諸規制や監督指針で示し
ている経営管理の着眼点の内容を理解し、実行するに足る知識・経

験、及び金融商品取引業の公正かつ的確な遂行に必要となるコンプ
ライアンス及びリスク管理に関する十分な知識・経験を有すること。 
 

ハ．・ニ．（略） 
ホ．上記ハ及びニのほか、行おうとする業務の適確な遂行に必要な人
員が各部門に配置され、内部管理等の責任者が適正に配置される組

織体制、人員構成にあること。 
ヘ．（略） 
② 暴力団又は暴力団員との関係その他の事情として、以下の事項を総

合的に勘案した結果、役員又は使用人のうちに、業務運営に不適切な
資質を有する者があることにより、金融商品取引業の信用を失墜させ
るおそれがあると認められることはないか。 

イ．・ロ．（略） 
ハ． 金商法等我が国の金融関連法令又はこれらに相当する外国の法令
の規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による刑を

含む。）に処せられたこと。 
ニ．（略） 
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Ⅵ－３－２ 商品及び届出等 
 
Ⅵ－３－２－３ 運用報告書 

 
（１）投資一任業に係る運用報告書の記載内容 
①～②（略） 

（新設） 
 
 

 
 

 

 
Ⅵ－３－３ 投資法人に係る事務処理上の留意点 
 

Ⅵ－３－３－５ 証明書の発行 
 
（１）信託会社等に対する証明書の発行 

① 所有権の移転の登録免許税の軽減に係る証明書の発行 
信託会社等の租税特別措置法第83条の３第２項の規定に基づく登録
免許税軽減のための同法施行規則第31条の７第２項に規定する証明書

の発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 
なお、当該信託会社等が租税特別措置法第 83 条の３第２項の規定の
適用を受けることができる日は、当該特定資産取得後１年以内である

ことに留意するものとする。 
イ．・ロ．（略） 

 

Ⅵ－３－２ 商品及び届出等 
 
Ⅵ－３－２－３ 運用報告書 

 
（１）投資一任業に係る運用報告書の記載内容 
①～②（略） 

③ 金商業等府令第 134 条第１項第６号に規定する記載すべき取引の内
容については、約定した全ての取引ごとに価額、数量等を記載する必
要は無く、当該取引の目的及び性質に照らし簡略化することも可能で

あり、例えば、行われた運用財産相互間取引の類型（金商業等府令第
129 条第１項各号に規定する要件等）を記載することでも足りるものと
する。 

 
Ⅵ－３－３ 投資法人に係る事務処理上の留意点 
 

Ⅵ－３－３－５ 証明書の発行 
 
（１）信託会社等に対する証明書の発行 

① 所有権の移転の登録免許税の軽減に係る証明書の発行 
信託会社等の租税特別措置法第83条の３第２項の規定に基づく登録
免許税軽減のための同法施行規則第31条の７第２項に規定する証明書

の発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 
なお、当該信託会社等が租税特別措置法第 83 条の３第２項の規定の
適用を受けることができる日は、当該特定資産取得後１年以内である

ことに留意するものとする。 
イ．・ロ．（略） 
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ハ．証明申請書の提出があった場合には、申請書の記載事項につき、

添付書類等により以下の事項について確認し、証明書を発行するも
のとする。 
ａ．投資信託約款に資産運用の基本方針として、特定不動産（租税

特別措置法第 83 条の３第１項に定める特定不動産をいう。以下同
じ。）の価額の合計額の当該投資信託の信託財産のうち特定資産の
価額の合計額に占める割合（以下「特定不動産の割合」という。）

を百分の七十五以上とする旨の記載があること。 
ｂ．・ｃ．（略） 

② 不動産取得税の軽減に係る証明書の発行 

信託会社等の地方税法施行令附則第 11 条第 14 項に基づく不動産取
得税の軽減のための同法施行規則附則第３条第の２の12に規定する証
明書の発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 

イ．（略） 
   ロ．平成14年４月１日以後に取得する不動産にかかる証明書の発行に

ついては、上記（１）①ハａからｃまでに加え、投資信託約款に資

産運用の基本方針として、各年度において取得する不動産の価額の
合計額の当該年度に取得する特定資産の価額の合計額に占める割合
を投資信託約款に記載された特定不動産の割合の二分の一以上とす

る旨の記載があることについて確認のうえ、当該証明書を発行する
ものとする。 

 

 
 
 

 
 

ハ．証明申請書の提出があった場合には、申請書の記載事項につき、

添付書類等により以下の事項について確認し、証明書を発行するも
のとする。 
ａ．投資信託約款に投資信託の運用の方針として、特定不動産（租

税特別措置法第 83条の３第１項に定める特定不動産をいう。以下
同じ。）の価額の合計額の当該投資信託の信託財産のうち特定資産
の価額の合計額に占める割合（以下「特定不動産の割合」という。）

を百分の七十五以上とする旨の記載があること。 
ｂ．・ｃ．（略） 

② 不動産取得税の軽減に係る証明書の発行 

信託会社等の地方税法附則第 11 条第 14 項に基づく不動産取得税の
軽減のための同法施行令附則第７条第12項に規定する証明書の発行等
については、以下のとおり取り扱うものとする。 

イ．（略） 
ロ．証明申請書の提出があった場合には、申請書の記載事項につき、
添付書類等により以下の事項について確認し、証明書を発行するも

のとする。 
ａ．投資信託約款に投資信託の運用の方針として、特定不動産の割
合を百分の七十五以上とする旨の記載があること。 

ｂ．資金の借入がなされている場合は、当該借入が金商法第２条第
３項第１号の適格機関投資家のうち、総務省令で定めるものから
のものであること。 

ｃ．当該投資信託において運用されている特定資産が、次に掲げる 
要件のいずれかに該当するものであること。 
ⅰ）特定不動産の割合が百分の七十五以上であること。 

（提出を受けた運用報告書により、特定不動産の割合が百分
の七十五以上であることが確認できる場合は、当該要件に該当
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（２）投資法人に対する証明書の発行 
① 所有権の移転の登録免許税の軽減に係る証明書の発行 

投資法人の租税特別措置法第83条の３第３項の規定に基づく登録免
許税軽減のための同法施行規則第31条の５第３項に規定する証明書の
発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 

なお、当該投資法人が租税特別措置法第 83条の３第３項の規定の適
用を受けることができる日は、当該特定資産取得後１年以内であるこ
とに留意するものとする。 

イ．・ロ．（略） 
ハ．証明申請書の提出があった場合には、申請書の記載事項につき、
添付書類等により以下の事項について確認し、証明書を発行するも

のとする。 
ａ．規約に資産運用の方針として、特定不動産の価額の合計額の当
該投資法人の有する特定資産の価額の合計額に占める割合を百分

の七十五以上とする旨の記載があること。 
ｂ．～ｄ．（略） 

② 不動産取得税の軽減に係る証明書の発行 

投資法人の地方税法施行令附則第 11 条第 15 項の規定に基づく不動
産取得税の軽減のための同法施行規則附則第３条の２の13に規定する

しているものとする。） 

ⅱ）信託会社等が本申請により適用を受けようとする不動産を取
得することにより、特定不動産の割合が百分の七十五以上にな
ると見込まれること。 

（本項の要件に該当する場合においては、別紙様式Ⅵ－14 に
より、申請日現在における特定資産の状況等の添付を求めるも
のとし、これにより確認するものとする。） 

 
（２）投資法人に対する証明書の発行 
① 所有権の移転の登録免許税の軽減に係る証明書の発行 

投資法人の租税特別措置法第83条の３第３項の規定に基づく登録免
許税軽減のための同法施行規則第31条の７第３項に規定する証明書の
発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 

なお、当該投資法人が租税特別措置法第 83条の３第３項の規定の適
用を受けることができる日は、当該特定資産取得後１年以内であるこ
とに留意するものとする。 

イ．・ロ．（略） 
ハ．証明申請書の提出があった場合には、申請書の記載事項につき、
添付書類等により以下の事項について確認し、証明書を発行するも

のとする。 
ａ．規約に資産運用の方針として、特定不動産の割合を百分の七十
五以上とする旨の記載があること。 

 
ｂ．～ｄ．（略） 

② 不動産取得税の軽減に係る証明書の発行 

投資法人の地方税法附則第 11 条第 15 項の規定に基づく不動産取得
税の軽減のための同法施行令附則第７条第14項に規定する証明書の発
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証明書の発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 

イ．（略） 
ロ．平成 14年４月１日以後に取得する不動産にかかる証明書の発行に
ついては、（２）①ハａ、ｃ、ｄに加え、規約に資産運用の方針とし

て、各年度において取得する不動産の価額の合計額の当該年度に取
得する特定資産の価額の合計額に占める割合を規約に記載された特
定不動産の割合の二分の一以上とする旨の記載があることについて

確認のうえ、当該証明書を発行するものとする。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
Ⅷ．監督上の評価項目と諸手続（登録金融機関） 

 
Ⅷ－１ 業務の適切性（登録金融機関） 

行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 

イ．（略） 
ロ．証明申請書の提出があった場合には、申請書の記載事項につき、
添付書類等により以下の事項について確認し、証明書を発行するも

のとする。 
ａ．規約に資産運用の方針として、特定不動産の割合を百分の七十
五以上とする旨の記載があること。 

ｂ．資金の借入がなされている場合は、当該借入が金商法第２条第
３項第１号の適格機関投資家のうち、総務省令で定めるものから
のものであること。 

ｃ．当該投資法人が運用する特定資産が、次に掲げる要件のいずれ
かに該当するものであること。 
ⅰ）特定不動産の割合が百分の七十五以上であること。 

（提出を受けた資産運用報告書により、特定不動産の割合が
百分の七十五以上であることが確認できる場合は、当該要件に
該当しているものとする。） 

ⅱ）投資法人が本申請により適用を受けようとする不動産を取得
することにより、特定不動産の割合が百分の七十五以上になる
と見込まれること。 

（本項の要件に該当する場合（初年度を含む。）においては、
別紙様式Ⅵ－14 により、申請日現在における特定資産の状況等
の添付を求めるものとし、これにより確認するものとする。） 

 
 
Ⅷ．監督上の評価項目と諸手続（登録金融機関） 

 
Ⅷ－１ 業務の適切性（登録金融機関） 
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登録金融機関の業務の適切性については、Ⅲ－２（Ⅲ－２－３－４（２）、

Ⅲ－２－６（１）②、Ⅲ－２－８（３）及びⅢ－２－９を除く。）及びⅣ－
３－１（Ⅳ－３－１－２（１）及びⅣ－３－１－４を除く。）、Ⅳ－３－３、
Ⅵ－２及びⅦ－２に準ずるほか、以下の点に留意するものとする。 

 
 
 

なお、金融商品仲介業務については、Ⅳ－３－１－２（４）③イ及びロ
の理論価格、並びに③ロ及びニの社内ルールについては、委託金融商品取
引業者において算出又は策定したものを使用することができるものとす

る。 
 

Ⅷ－１－１ 個別業務の適切性 

 
（１）～（８）（略） 
 

（９）有価証券の私募の取扱い業務を行う登録金融機関にあっては、私募の
取扱い業務の所管部局及びその遂行については、融資・有価証券に係る
投資業務・社債管理業務との間でのいわゆる機微情報の流出入の遮断、

そのための組織面での手当等に十全を期することとなっているか。 
ただし、金商法施行令附則第 12 条第３項に規定する有価証券の私募の

取扱いとしてみなされる行為を行う場合については、この限りではない。 

 
（10）・（11）（略） 
 

 
Ⅸ．監督上の評価項目と諸手続（適格機関投資家等特例業務） 

登録金融機関の業務の適切性については、Ⅲ－２（Ⅲ－２－３－４（２）、

Ⅲ－２－６（１）②、Ⅲ－２－８（３）及びⅢ－２－９を除く。）及びⅣ－
３－１（Ⅳ－３－１－２（１）及びⅣ－３－１－４を除く。）、Ⅳ－３－３
（Ⅳ－３－３－１（１）、Ⅳ－３－３－２（３）③から⑥まで及びⅣ－３－

３－４を除く。ただし、登録金融機関がいわゆる外国為替証拠金取引を業
として行う場合にはこの限りではない。）、Ⅵ－２及びⅦ－２に準ずるほか、
以下の点に留意するものとする。 

なお、金融商品仲介業務については、Ⅳ－３－１－２（４）③イ及びロ
の理論価格、並びに③ロ及びニの社内ルールについては、委託金融商品取
引業者において算出又は策定したものを使用することができるものとす

る。 
 

Ⅷ－１－１ 個別業務の適切性 

 
（１）～（８）（略） 
 

（９）有価証券の私募の取扱い業務を行う登録金融機関にあっては、私募の
取扱い業務の所管部局及びその遂行については、融資・有価証券に係る
投資業務・社債管理業務との間でのいわゆる機微情報の流出入の遮断、

そのための組織面での手当等に十全を期することとなっているか。 
ただし、金商法施行令附則第 15 条第３項に規定する有価証券の私募の

取扱いとしてみなされる行為を行う場合については、この限りではない。 

 
（10）・（11）（略） 
 

 
Ⅸ．監督上の評価項目と諸手続（適格機関投資家等特例業務） 
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Ⅸ－１ 適格機関投資家等特例業務に係る業務の適切性 
 
Ⅸ－１－５ 適格機関投資家等特例業者に該当しなくなった場合の留意点 

適格機関投資家等特例業務を行う者が、資金拠出者の属性の変化や適格
機関投資家の投資撤退、又は一般投資家の増加等の要因によりその要件を
満たさなくなる場合には、投資者保護の観点から、以下の対応を行うもの

とする。 
 
（１）（略） 

 
（２）上記（１）以外の場合 

適格機関投資家以外の者が 49人を超えることとなる場合には、金商法

第 63条の特例は適用されず、特例業務届出者は金融商品取引法の登録を
受けずに投資運用業を行うことになることから、当該特例業務届出者に
対しては、Ⅱ－１－１（７）の無登録業者に対する対応に準じた対応を

とる必要がある。 
 
 

 ．監督上の評価項目と諸手続（金融商品仲介業者） 
 
 －２ 諸手続（金融商品仲介業者） 

 
 －２－１ 登録 
金商法第 66 条の２の規定に基づく登録申請書の取扱い等にあたっては、

Ⅲ－３－１（（２）、（９）③を除く。）に準ずるほか、以下の点に留意する
ものとする。 

 

Ⅸ－１ 適格機関投資家等特例業務に係る業務の適切性 
 
Ⅸ－１－５ 適格機関投資家等特例業者に該当しなくなった場合の留意点 

適格機関投資家等特例業務を行う者が、資金拠出者の属性の変化や適格
機関投資家の投資撤退、又は一般投資家の増加等の要因によりその要件を
満たさなくなる場合には、投資者保護の観点から、以下の対応を行うもの

とする。 
 
（１）（略） 

 
（２）上記（１）以外の場合 

適格機関投資家以外の者が 49人を超えることとなる場合には、金商法

第 63条の特例は適用されず、特例業務届出者は金商法の登録を受けずに
投資運用業を行うことになることから、当該特例業務届出者に対しては、
Ⅱ－１－１（７）の無登録業者に対する対応に準じた対応をとる必要が

ある。 
 
 

 ．監督上の評価項目と諸手続（金融商品仲介業者） 
 
 －２ 諸手続（金融商品仲介業者） 

 
 －２－１ 登録 
金商法第 66 条の２の規定に基づく登録申請書の取扱い等にあたっては、

Ⅲ－３－１（（２）、（９）③を除く。）に準ずるほか、以下の点に留意する
ものとする。なお、別紙様式については、字句を適宜読み替えるものとす
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 －３ 諸手続（証券金融会社） 
 

 －３－１ 免許の審査基準 
 
（１）人的構成 

金商法第 156 条の 25 第１項に規定する人的構成の適格性については、
次に掲げる事項をもって判断することとする。 
①～②（略） 

③ その行おうとする業務に関する十分な知識及び経験を有する役員又
は使用人の確保の状況として、以下の事項に照らし、当該業務を適正
かつ効率的に遂行することができると認められるか。 

イ．常務に従事する役員が、金融商品取引法等の関連諸規制や監督指
針で示している経営管理の着眼点の内容を理解し、実行するに足る
知識・経験、及び金融商品取引業の公正かつ的確な遂行に必要とな

るコンプライアンス及びリスク管理に関する十分な知識・経験を有
すること。 

④ 暴力団員との関係その他の事情として、以下の事項を総合的に勘案

した結果、役員又は使用人のうちに、業務運営に不適切な資質を有す
る者があることにより、証券金融会社としての社会的信用を損なうお
それがあると認められることはないか。 

イ．・ロ．（略） 
ハ． 金融商品取引法等我が国の金融関連法令又はこれらに相当する外
国の法令の規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法令に

よる刑を含む。）に処せられたこと。 
ニ．（略） 

る。 

 
 －３ 諸手続（証券金融会社） 
 

 －３－１ 免許の審査基準 
 
（１）人的構成 

金商法第 156 条の 25 第１項に規定する人的構成の適格性については、
次に掲げる事項をもって判断することとする。 
①～②（略） 

③ その行おうとする業務に関する十分な知識及び経験を有する役員又
は使用人の確保の状況として、以下の事項に照らし、当該業務を適正
かつ効率的に遂行することができると認められるか。 

イ．常務に従事する役員が、金商法等の関連諸規制や監督指針で示し
ている経営管理の着眼点の内容を理解し、実行するに足る知識・経
験、及び金融商品取引業の公正かつ的確な遂行に必要となるコンプ

ライアンス及びリスク管理に関する十分な知識・経験を有すること。 
 
④ 暴力団員との関係その他の事情として、以下の事項を総合的に勘案

した結果、役員又は使用人のうちに、業務運営に不適切な資質を有す
る者があることにより、証券金融会社としての社会的信用を損なうお
それがあると認められることはないか。 

イ．・ロ．（略） 
ハ． 金商法等我が国の金融関連法令又はこれらに相当する外国の法令
の規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による刑を

含む。）に処せられたこと。 
ニ．（略） 
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（別紙様式Ⅱ－６）                （日本工業規格Ａ４） 

類 似 商 号 使 用 者 等 管 理 台 帳 

業 者 名  

所 在 地  

代 表 社 名  資本金 百万円 役職員数 人 

店舗名（所在地）  

業 務 内 容  

日 付 
苦情・照会等の内容及び当局の指導内容、相手方

の対応等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

 

（別紙様式Ⅱ－６）                （日本工業規格Ａ４） 

無登録業者等及び類似商号使用者管理台帳 

業 者 名  

所 在 地  

代 表 者 名  資本金 百万円 役職員数 人 

店舗名（所在地）  

業 務 内 容  

日 付 
苦情・照会等の内容及び当局の指導内容、相手方

の対応等 
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（別紙様式Ⅱ－11）                （日本工業規格Ａ４） 

 
確認事務処理状況報告書 

○○○年○月 

確認申請書の内容 処理状況 
金融商品取引
業者名（部署
名） 

受理 
年 月
日 

関 係
者名 

役職 
顧 客
名 

事 故
の 
概要 

利益 
提 供
者 

処理 
年 月
日 

処 理
の 
内容 

         

         

         

         

         

（記載要領） 
１ 「事故の概要」欄及び「利益提供額」欄については、確認申請書の中
から該当事項を抜粋して記載する。 

２ 「処理の内容」欄については、「確認」と「確認拒否」とに区分して、
それぞれ次のように記載する。 
  「確認」の場合は「金融商品取引業等に関する内閣府令」第118条の

該当条項を記載する。 

（別紙様式Ⅱ－11）                （日本工業規格Ａ４） 

 
確認事務処理状況報告書 

○○○年○月 

確認申請書の内容 処理状況 
金融商品取引
業者名（部署
名） 

受理 
年 月
日 

関 係
者名 

役職 
顧 客
名 

事 故
の 
概要 

利益 
提 供
額 

処理 
年 月
日 

処 理
の 
内容 

         

         

         

         

         

（記載要領） 
１ 「事故の概要」欄及び「利益提供額」欄については、確認申請書の中
から該当事項を抜粋して記載する。 

２ 「処理の内容」欄については、「確認」と「確認拒否」とに区分して、
それぞれ次のように記載する。 
  「確認」の場合は「金融商品取引業等に関する内閣府令」第118条の

該当条項を記載する。 
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  「確認拒否」の場合はその理由を記載する。 

３ 「金融商品取引業等に関する内閣府令」第119条第３項の規定に基づく
報告については記載を要しない。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

  「確認拒否」の場合はその理由を記載する。 

３ 「金融商品取引業等に関する内閣府令」第119条第３項の規定に基づく
報告については記載を要しない。 
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（別紙様式Ⅲ－１）                （日本工業規格Ａ４） 

（障害分類表） 
本様式の「障害原因」欄における「障害分類」には、下記表の分類記号（大

分類－中分類－小分類－脅威の分類）を記載すること 

報告時点において障害原因が不明である場合は、障害分類は空白であって
も差し支えない 

大分類 中分類 小分類 インシデントの例示

脅威

の分

類 

１ サービス停止攻撃

（DoS、DDoSなど）

サービス停止攻撃に

よってサービスが停

止した場合 

２ システムへの侵入 外部からシステムに

不正に侵入されたこ

とによりサービスが

停止した場合 

３ コンピュータウィル

ス、ワーム、bot 

コンピュータウィルス

の活動により、サー

ビスが停止した場合 

４ 不正なオペレーシ

ョン（内部不正） 

内部利用者による異

常（不正）なアクセス

により、サービスが

停止した場合 

１ 電 磁 的 手 段 を

用 い た 不正 侵

入（アクセス） 

５ その他 その他のサイバー系

不正アクセスにより

サービスが停止した

場合 

６ 情報システムの物

理的破壊 

情報システム機器な

どが物理的に破壊さ

れたことによりサービ

スが停止した場合 

Ⅰ サー

ビ ス

停

止 、

不能 

２ 物 理 的 手 段 を

用 い た 不正 侵

入 

７ その他 その他の物理的不

正アクセスにより、サ

ービスが停止した場

Ａ 

（別紙様式Ⅲ－１）                （日本工業規格Ａ４） 

（障害分類表） 
本様式の「障害原因」欄における「障害分類」には、下記表の分類記号（大

分類－中分類－小分類－脅威の分類）を記載すること 

報告時点において障害原因が不明である場合は、障害分類は空白であって
も差し支えない 

大分類 中分類 小分類 インシデントの例示

脅威

の分

類 

１ サービス停止攻撃

（DoS、DDoSなど）

サービス停止攻撃に

よってサービスが停

止した場合 

２ システムへの侵入 外部からシステムに

不正に侵入されたこ

とによりサービスが

停止した場合 

３ コンピュータウィル

ス、ワーム、bot 

コンピュータウィルス

の活動により、サー

ビスが停止した場合

４ 不正なオペレーシ

ョン（内部不正） 

内部利用者による異

常（不正）なアクセス

により、サービスが

停止した場合 

１ 電 磁的手段 を

用いた不正侵

入（アクセス） 

５ その他 その他のサイバー系

不正アクセスにより

サービスが停止した

場合 

６ 情報システムの物

理的破壊 

情報システム機器な

どが物理的に破壊さ

れたことによりサービ

スが停止した場合 

Ⅰ サー

ビ ス

停

止 、

不能

２ 物 理的手段 を

用いた不正侵

入 

７ その他 その他の物理的不

正アクセスにより、サ

ービスが停止した場

Ａ 
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合 

８ ハードウエア故障 ハードウエアが故障

したことによりサービ

スが停止した場合 

９ ソフトウエアの不

具合 

コンピュータプログラ

ムの不具合（バグ）に

よってサービスが停

止した場合 

10 ソフトウエアの異

常終了 

コンピュータプログラ

ムが異常終了したこ

とによりサービスが

停止した場合 

３ 情報システムの

停止 

11 その他 その他の原因で情報

システムが停止し、

サービスが停止した

場合 

12 ハードウエア故障・

不 具 合 （ 通 信 機

器） 

自社の通信機器の

ハードウエア故障・

不具合により、サー

ビスが停止した場合

13 回線断 自社の通信回線が

切れたことにより、サ

ービスが停止した場

合 

４ 通信障害 

14 その他 その他の原因で発生

した自社の通信障害

により、サービスが

停止した場合 

15 オペレーションミス システムの操作ミス

により、サービスが

停止した場合 

16 設定ミス システムの環境定義

情報等の設定ミスに

より、サービスが停

止した場合 

  

５ 人的問題による

停止 

17 その他 その他の人的問題に

Ｂ 

合 

８ ハードウエア故障 ハードウエアが故障

したことによりサービ

スが停止した場合 

９ ソフトウエアの不

具合 

コンピュータプログラ

ムの不具合（バグ）に

よってサービスが停

止した場合 

10 ソフトウエアの異

常終了 

コンピュータプログラ

ムが異常終了したこ

とによりサービスが

停止した場合 

３ 情 報 シ ス テ ム

の停止 

11 その他 その他の原因で情報

システムが停止し、

サービスが停止した

場合 

12 ハードウエア故障・

不 具 合 （ 通 信 機

器） 

自社の通信機器の

ハードウエア故障・

不具合により、サー

ビスが停止した場合

13 回線断 自社の通信回線が

切れたことにより、サ

ービスが停止した場

合 

４ 通信障害 

14 その他 その他の原因で発生

した自社の通信障害

により、サービスが

停止した場合 

15 オペレーションミス システムの操作ミス

により、サービスが

停止した場合 

16 設定ミス システムの環境定義

情報等の設定ミスに

より、サービスが停

止した場合 

  

５ 人 的 問 題 に よ

る停止 

17 その他 その他の人的問題に

Ｂ 
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よる原因でサービス

が停止した場合 

６ 災害 18 災害 災害により、サービ

スが停止した場合 

Ｃ 

７ 他インフラの障

害による影響 

19 他インフラの障害

による影響 

他分野、他事業者の

障害により、サービ

スが停止した場合 

Ｂ 

８ その他 20 その他 Ⅰの上記以外の原

因で、サービスが停

止した場合 

Ｄ 

１ サービス停止攻撃

（DoS、DDoSなど）

サービス停止攻撃に

よってパフォーマンス

が低下した場合 

２ システムへの侵入 外部からシステムに

不正に侵入されたこ

とによりパフォーマン

スが低下した場合 

３ コンピュータウィル

ス、ワーム、bot 

コンピュータウィルス

の活動により、サー

ビスのパフォーマン

スが低下した場合 

４ 不正なオペレーシ

ョン（内部不正） 

内部利用者の不正

なオペレーションによ

りパフォーマンスが

低下した場合 

１ 電 磁 的 手 段 を

用 い た 不正 侵

入（アクセス） 

５ その他 その他のサイバー系

不正アクセスにより

パフォーマンス低下

が発生した場合 

６ 情報システムの物

理的破壊行為 

情報システム機器な

どが物理的に破壊さ

れたことによりパフォ

ーマンスが低下した

場合 

Ⅱ パ フ

ォ ー

マ ン

ス低

下 

２ 物 理 的 手 段 を

用 い た 不正 侵

入 

７ その他 その他の物理的不

正アクセスにより、パ

Ａ 

よる原因でサービス

が停止した場合 

６ 災害 18

 

災害 災害により、サービ

スが停止した場合 

Ｃ 

７ 他インフラの障

害による影響 

19 他インフラの障害

による影響 

他分野、他事業者の

障害により、サービ

スが停止した場合 

Ｂ 

８ その他 20 その他 Ⅰの上記以外の原

因で、サービスが停

止した場合 

Ｄ 

１ サービス停止攻撃

（DoS、DDoSなど）

サービス停止攻撃に

よってパフォーマンス

が低下した場合 

２ システムへの侵入 外部からシステムに

不正に侵入されたこ

とによりパフォーマン

スが低下した場合 

３ コンピュータウィル

ス、ワーム、bot 

コンピュータウィルス

の活動により、サー

ビスのパフォーマン

スが低下した場合 

４ 不正なオペレーシ

ョン（内部不正） 

内部利用者の不正

なオペレーションによ

りパフォーマンスが

低下した場合 

１ 電 磁的手段 を

用いた不正侵

入（アクセス） 

５ その他 その他のサイバー系

不正アクセスにより

パフォーマンス低下

が発生した場合 

６ 情報システムの物

理的破壊行為 

情報システム機器な

どが物理的に破壊さ

れたことによりパフォ

ーマンスが低下した

場合 

Ⅱ パ フ

ォ ー

マ ン

ス低

下 

２ 物 理的手段 を

用いた不正侵

入 

７ その他 その他の物理的不

正アクセスにより、パ

Ａ 
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フォーマンス低下が

発生した場合 

８ ハードウエア故障 ハードウエアが故障

したことによりパフォ

ーマンスが低下した

場合 

９ ソフトウエアの不

具合 

コンピュータプログラ

ムの不具合（バグ）に

よってパフォーマンス

が低下した場合 

10 ソフトウエアの異

常終了 

コンピュータプログラ

ムが異常終了したこ

とによりパフォーマン

スが低下した場合 

３ 情報システムの

停止 

11 その他 その他の原因で情報

システムが停止し、

パフォーマンスが低

下した場合 

12 ハードウエア故障・

不 具 合 （ 通 信 機

器） 

自社の通信機器の

ハードウエア故障・

不具合によりパフォ

ーマンスが低下した

場合 

13 回線断 自社の通信回線が

切れたことにより、パ

フォーマンスが低下

した場合 

４ 通信障害 

14 その他 その他の原因で発生

した自社における通

信障害により、パフォ

ーマンスが低下した

場合 

15 オペレーションミス システムの操作ミス

により、パフォーマン

スが低下した場合 

５ 人的問題による

停止 

16 設定ミス システムの環境定義

 

フォーマンス低下が

発生した場合 

８ ハードウエア故障 ハードウエアが故障

したことによりパフォ

ーマンスが低下した

場合 

９ ソフトウエアの不

具合 

コンピュータプログラ

ムの不具合（バグ）に

よってパフォーマンス

が低下した場合 

10 ソフトウエアの異

常終了 

コンピュータプログラ

ムが異常終了したこ

とによりパフォーマン

スが低下した場合 

３ 情 報 シ ス テ ム

の停止 

11 その他 その他の原因で情報

システムが停止し、

パフォーマンスが低

下した場合 

12 ハードウエア故障・

不 具 合 （ 通 信 機

器） 

自社の通信機器の

ハードウエア故障・

不具合によりパフォ

ーマンスが低下した

場合 

13 回線断 自社の通信回線が

切れたことにより、パ

フォーマンスが低下

した場合 

４ 通信障害 

14 その他 その他の原因で発生

した自社における通

信障害により、パフォ

ーマンスが低下した

場合 

15 オペレーションミス システムの操作ミス

により、パフォーマン

スが低下した場合 

５ 人 的 問 題 に よ

る停止 

16 設定ミス システムの環境定義

Ｂ 
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情報等の設定ミスに

より、パフォーマンス

が低下した場合 

17 その他 その他の人的問題に

よる原因でパフォー

マンスが低下した場

合 

６ 災害 18 災害 災害が原因でパフォ

ーマンスが低下した

場合 

Ｃ 

７ 他インフラの障

害による影響 

19 他インフラの障害

による影響 

他分野、他事業者の

障害により、パフォー

マンスが低下した場

合 

Ｂ 

８ その他 20 その他 Ⅱの上記以外の理

由でパフォーマンス

が低下した場合 

Ｄ 

１ スキャン活動 システムに対してス

キャン（探索）行為が

行われていた場合 

２ 不正なオペレーシ

ョン 

内部利用者による異

常（不正）なアクセス

があった場合 

３ システムへの侵入 外部からシステムに

対して不正アクセス

を受けた場合 

４ データ（情報）の改

ざん、削除 

ホームページの改ざ

ん等、システム等の

データが改ざんされ

た場合 

５ コンピュータウィル

ス、ワーム、bot 

コンピュータウィルス

等の感染活動等が

検知された場合 

Ⅲ 不正

ア ク

セ ス

（ 情

報漏

え

い ・

改ざ

ん ・

削除

等） 

１ 電 磁 的 手 段 を

用 い た 不正 侵

入（アクセス） 

６ トロイの木馬・バッ

クドア 

システム内部にトロ

イの木馬、バックドア

が仕掛けられていた

Ａ 

情報等の設定ミスに

より、パフォーマンス

が低下した場合 

17 その他 その他の人的問題に

よる原因でパフォー

マンスが低下した場

合 

６ 災害 18 災害 災害が原因でパフォ

ーマンスが低下した

場合 

Ｃ 

７ 他インフラの障

害による影響 

19 他インフラの障害

による影響 

他分野、他事業者の

障害により、パフォー

マンスが低下した場

合 

Ｂ 

８ その他 20 その他 Ⅱの上記以外の理

由でパフォーマンス

が低下した場合 

Ｄ 

１ スキャン活動 システムに対してス

キャン（探索）行為が

行われていた場合 

２ 不正なオペレーシ

ョン 

内部利用者による異

常（不正）なアクセス

があった場合 

３ システムへの侵入 外部からシステムに

対して不正アクセス

を受けた場合 

４ データ（情報）の改

ざん、削除 

ホームページの改ざ

ん等、システム等の

データが改ざんされ

た場合 

５ コンピュータウィル

ス、ワーム、bot 

コンピュータウィルス

等の感染活動等が

検知された場合 

Ⅲ 不正

ア ク

セ ス

（ 情

報漏

え

い ・

改ざ

ん ・

削除

等）

１ 電 磁的手段 を

用いた不正侵

入（アクセス） 

６ トロイの木馬・バッ

クドア 

システム内部にトロ

イの木馬、バックドア

が仕掛けられていた

Ａ 
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場合 

７ その他 その他のサイバー系

不正アクセスが行わ

れていた場合 

８ 建物内への不正な

侵入 

外部からの不正侵入

や利用者制限した区

画等への内部利用

者からの侵入があっ

た場合 

９ ソーシャルエンジ

ニアリング 

侵入等目的でソーシ

ャルエンジニアリング

活動が行われていた

場合 

10 盗難、破壊 システムに関するシ

ステム構成や設定情

報などが盗まれた場

合 

２ 物 理 的 手 段 を

用 い た 不正 侵

入 

11 その他 その他の物理的不

正アクセスが行われ

ていた場合 

情報漏えい 12 情報漏えい 内部利用者もしくは

外部からの不正アク

セスにより情報が漏

えい（持ち出し）した

場合 

13 コンピュータウィル

ス、ワーム、bot 

コンピュータウィルス

等の感染により、情

報が流出・漏えいし

た場合 

14 盗聴 通信等が盗聴され、

情報が流出する場合 

３ 

 

15 その他 その他の原因により

情報漏えいが発生し

た場合 

４ 攻撃の踏み台

等 

16 攻撃の踏み台 システム内のコンピ

ュータが何らかの攻

 

場合 

７ その他 その他のサイバー系

不正アクセスが行わ

れていた場合 

８ 建物内への不正な

侵入 

外部からの不正侵入

や利用者制限した区

画等への内部利用

者からの侵入があっ

た場合 

９ ソーシャルエンジ

ニアリング 

侵入等目的でソーシ

ャルエンジニアリング

活動が行われていた

場合 

10 盗難、破壊 システムに関するシ

ステム構成や設定情

報などが盗まれた場

合 

２ 物 理的手段 を

用いた不正侵

入 

11 その他 その他の物理的不

正アクセスが行われ

ていた場合 

情報漏えい 12 情報漏えい 内部利用者もしくは

外部からの不正アク

セスにより情報が漏

えい（持ち出し）した

場合 

13 コンピュータウィル

ス、ワーム、bot 

コンピュータウィルス

等の感染により、情

報が流出・漏えいし

た場合 

14 盗聴 通信等が盗聴され、

情報が流出する場合

３

 

15 その他 その他の原因により

情報漏えいが発生し

た場合 

４ 攻撃の踏み台

等 

16 攻撃の踏み台 システム内のコンピ

ュータが何らかの攻
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撃の踏み台にされた

場合 

17 メールの不正中継 スパムメールの中継

等不正な電子メール

の中継をしてしまっ

た場合 

18 機器等の不正使

用 

踏み台、不正中継以

外でシステム内のサ

ー バ 機 器 に 侵 入 さ

れ、不正に利用され

たことが発覚した場

合 

19 その他 その他の手法等によ

り、攻撃の踏み台が

構築されていた場合

５ その他 20 その他 Ⅲの上記以外で内

外部からの不正アク

セスがあった場合 

Ⅳ その

他 

１ その他 １ その他 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ以外の原

因で情報システムに

異常が発生した場合 

Ｄ 

 

※ 脅威の分類 
Ａ サイバー攻撃・意図的要因 
Ｂ 非意図的要因 

Ｃ 災害 
Ｄ その他 
 

 
 
 

 

撃の踏み台にされた

場合 

17 メールの不正中継 スパムメールの中継

等不正な電子メール

の中継をしてしまっ

た場合 

18 機器等の不正使

用 

踏み台、不正中継以

外でシステム内のサ

ー バ 機 器 に 侵 入 さ

れ、不正に利用され

たことが発覚した場

合 

19 その他 その他の手法等によ

り、攻撃の踏み台が

構築されていた場合

５ その他 20 その他 Ⅲの上記以外で内

外部からの不正アク

セスがあった場合 

Ⅳ その

他 

１ その他 １ その他 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ以外の原

因で情報システムに

異常が発生した場合

Ｄ 

 

※ 脅威の分類 
Ａ サイバー攻撃・意図的要因 
Ｂ 非意図的要因 

Ｃ 災害 
Ｄ その他 
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（別紙様式Ⅴ－４）               （日本工業規格Ａ４） 

 
金融商品取引業者営業保証金取戻し公告 

 

金融商品取引業者営業保証金規則（平成 19年法務省・内閣府令第○号）第
14 条第２項の規定により次のように公示する。 
１．供託者の商号又は名称◎ 

２．住所◎ 
３．代表者の氏名◎ 
４．取戻しをしようとする営業保証金の額 

，  ，  円 
５．上記の者（登録番号〇〇財務（支）局長第〇〇号）の営業保証金につき
金融商品取引法第 31 条の 2第 6項の権利を有する者は、平成〇年〇月〇日

までに金融商品取引業者営業保証金規則別紙様式第５号による申出書に権
利を有することを証する書面を添えて〇〇財務（支）局〇〇部〇〇課に提
出されたい。 

６．前号の期間内に申出書の提出がないときは、配当手続から除斥される。 
○○〇年〇月〇日 

〇〇財務（支）局長 〇〇 〇〇 

 
〔記載上の注意〕 
① １～３の事項について、届出等の提出が未済により、縦覧事項と現時点

での事実が相違するものについては、縦覧されている事項以降の事実につ
いて全て記載する。 

② 住所については、登録簿第７面上に記載されている本店等の所在地を記

載する。 
③ 文字は 14ポイント、数字は原則半角文字とする。 

（別紙様式Ⅴ－４）               （日本工業規格Ａ４） 

 
金融商品取引業者営業保証金取戻し公告 

 

金融商品取引業者営業保証金規則（平成 19年内閣府・法務省令第３号）第
14 条第２項の規定により次のように公示する。 
１．供託者の商号又は名称◎ 

２．住所◎ 
３．代表者の氏名◎ 
４．取戻しをしようとする営業保証金の額 

，  ，  円 
５．上記の者（登録番号〇〇財務（支）局長第〇〇号）の営業保証金につき
金融商品取引法第 31 条の 2第 6項の権利を有する者は、平成〇年〇月〇日

までに金融商品取引業者営業保証金規則別紙様式第５号による申出書に権
利を有することを証する書面を添えて〇〇財務（支）局〇〇部〇〇課に提
出されたい。 

６．前号の期間内に申出書の提出がないときは、配当手続から除斥される。 
○○〇年〇月〇日 

〇〇財務（支）局長 〇〇 〇〇 

 
〔記載上の注意〕 
① １～３の事項について、届出等の提出が未済により、縦覧事項と現時点

での事実が相違するものについては、縦覧されている事項以降の事実につ
いて全て記載する。 

② 住所については、登録簿第７面上に記載されている本店等の所在地を記

載する。 
③ 文字は 14ポイント、数字は原則半角文字とする。 
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④ ◎は一字あけ、  部の不要文字は削る。 

⑤ 一行の文字数は 22文字とする。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

④ ◎は一字あけ、  部の不要文字は削る。 

⑤ 一行の文字数は 22文字とする。 
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（別紙様式Ⅵ－13）（投資信託）（国税）     （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

年 月 日 

金融庁長官 殿 
 

申請者 所在地 

商 号 （会社名） 
取締役 （氏 名）     印 

 

申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別
紙記載の不動産に関する所有権の移転の登記につき、租税特別措置法第 83条
の３第２項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行規則第 31条の

７第２項に規定する事項を証する書類の交付を申請します。 
添付書類：投資信託約款（写） 

：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確認

できるもの） 
：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 
：運用報告書（直近期） 

：租税特別措置法第 83 条の３第２項第２号ロに該当する場合は、直
近期の運用報告書（直近の証明書）及びその他の資産の価格の状
況（別紙様式Ⅵ－14 により作成のうえ添付すること。） 

                                  
 

証   明   書 

 
１．申請者の別紙記載の不動産の取得は、租税特別措置法（以下「法」とい

（別紙様式Ⅵ－13）（投資信託）（国税）     （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

年 月 日 

金融庁長官 殿 
 

申請者 所在地 

商 号 （会社名） 
取締役 （氏 名）     印 

 

申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別
紙記載の不動産に関する所有権の移転の登記につき、租税特別措置法第 83条
の３第２項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行規則第 31条の

７第２項に規定する事項を証する書類の交付を申請します。 
添付書類：投資信託約款（写） 

：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確認

できるもの） 
：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 
：運用報告書（直近期） 

：租税特別措置法第 83 条の３第２項第２号ロに該当する場合は、直
近期の運用報告書（直近の証明書）及びその他の資産の価格の状
況（別紙様式Ⅵ－14 により作成のうえ添付すること。） 

                                  
 

証   明   書 

 
１．申請者の別紙記載の不動産の取得は、租税特別措置法（以下「法」とい
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う。）第 83条の３第２項第１号イ及びハに掲げる要件を満たす投資信託を

引き受けたことによるものである。 
なお、当該投資信託は同項第１号ロに規定する投資信託及び投資法人に
関する法律第３条第１項の委託者指図型投資信託（投資運用業者が宅地建

物取引業法第50条の２第１項の認可を受けている旨の国土交通大臣の証明
書が必要となる場合）である（ではない）。 

 

２．当該不動産の取得は法第 83 条の３第２項に規定する投資信託約款に従っ
たものであり、同項第２号に規定する特定不動産の割合は、以下のとおり
である。 

  同号イに該当する割合   100 分の 
  同号ロに該当する割合   100 分の 

当該不動産取得前の割合 100 分の 

 
３．申請者の上記２．にかかる特定不動産の取得日は平成 年 月 日であ
り、この証明書により法第 83条の３第２項の規定の適用を受けることがで

きる期限は平成 年 月 日である。 
 
以上のとおり証明する。 

 
 年 月 日 

金融庁長官 ○○ ○○ 印 

 
 
 

 
 

う。）第 83条の３第２項第１号イ及びハに掲げる要件を満たす投資信託を

引き受けたことによるものである。 
なお、当該投資信託は、同項第１号ロに規定する投資信託及び投資法人
に関する法律第２条第１項に規定する委託者指図型投資信託であり、当該

投資信託に係る同条第11項に規定する投資信託委託業者が宅地建物取引業
法第 50 条の２第１項の認可を受けている。 

 

２．当該不動産の取得は、法第 83条の３第２項に規定する投資信託約款に従
ったものであり、同項第２号に規定する特定不動産の割合は、以下のとお
りである。 

  同号イに該当する割合   100 分の 
  同号ロに該当する割合   100 分の 

当該不動産取得前の割合 100 分の 

 
３．申請者の上記２．にかかる特定不動産の取得日は平成 年 月 日であ
り、この証明書により法第 83条の３第２項の規定の適用を受けることがで

きる期限は平成 年 月 日である。 
 
以上のとおり証明する。 

 
 年 月 日 

金融庁長官 ○○ ○○ 印 
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（別紙様式Ⅵ－15）（投資信託）（地方税）    （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

年 月 日 

金融庁長官 殿 
 

申請者 所在地 

商 号 （会社名） 
取締役 （氏 名）     印 

 

申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別
紙記載の不動産に関する不動産取得税については、地方税法附則第 11条第 14
項の規定の適用を受けたいので、地方税法施行規則附則第３条の２の 12に規

定する事項を証する書類の交付を申請します。 
添付書類：投資信託約款（写） 

：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確認

できるもの） 
：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 
：運用報告書（直近期） 

：地方税法施行令附則第７条第 13項第４号ロに該当する場合は、直
近期の運用報告書（又は直近の証明書）及びその他の資産の価格
の状況（別紙様式Ⅵ－14により作成のうえ添付すること。） 

                                   
 

証   明   書 

 
１．申請者の別紙記載の不動産の取得は、地方税法施行令附則（以下「令附

（別紙様式Ⅵ－15）（投資信託）（地方税）    （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

年 月 日 

金融庁長官 殿 
 

申請者 所在地 

商 号 （会社名） 
取締役 （氏 名）     印 

 

申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別
紙記載の不動産に関する不動産取得税については、地方税法附則第 11条第 14
項の規定の適用を受けたいので、地方税法施行令附則第７条第 12 項に規定す

る事項を証する書類の交付を申請します。 
添付書類：投資信託約款（写） 

：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確認

できるもの） 
：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 
：運用報告書（直近期） 

：地方税法施行令附則第７条第 12項第４号ロに該当する場合は、直
近期の運用報告書（又は直近の証明書）及びその他の資産の価格
の状況（別紙様式Ⅵ－14により作成のうえ添付すること。） 

                                   
 

証   明   書 

 
１．申請者の別紙記載の不動産の取得は、地方税法施行令附則（以下「令附
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則」という。）第７条第 13 項第１号及び第３号に規定する要件を満たす投

資信託を引き受けたことによるものである。 
なお、当該投資信託は同項第３号に規定する投資信託及び投資法人に関
する法律第３条第１項の委託者指図型投資信託（投資運用業者が宅地建物

取引業法第50条の２第１項の認可を受けている旨の国土交通大臣の証明書
が必要となる場合）である（ではない）。 

 

２．当該不動産の取得について、令附則第７条第 13 項第４号に規定する特定
不動産の割合は、以下のとおりであり、同号の要件を満たすものである。 
  同号イに該当する割合   100 分の 

  同号ロに該当する割合   100 分の 
当該不動産取得前の割合 100 分の 

 

以上のとおり証明する。 
  
年 月 日 

金融庁長官 ○○ ○○ 印 
  
 

 
 
 

 
 
 

 
 

則」という。）第７条第 12 項第１号及び第３号に掲げる要件を満たす投資

信託を引き受けたことによるものである。 
なお、当該投資信託は、同項第２号に規定する投資信託及び投資法人に
関する法律第２条第１項に規定する委託者指図型投資信託であり、当該投

資信託に係る同条第11項に規定する投資信託委託業者が宅地建物取引業法
第 50条の２第１項の認可を受けている。 

 

２．当該不動産の取得について、令附則第７条第 12 項第４号に規定する特定
不動産の割合は、以下のとおりであり、同号の要件を満たすものである。 
  同号イに該当する割合   100 分の 

  同号ロに該当する割合   100 分の 
当該不動産取得前の割合 100 分の 

 

以上のとおり証明する。 
  
年 月 日 

金融庁長官 ○○ ○○ 印 
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旧 新 

(別紙様式Ⅵ－16）（投資法人）（国税）      （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

年 月 日 

○○財務（支）局長 殿 
申請者 住 所 

商 号 （投資法人名） 

執行役員 （氏 名）    印 
 
申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別

紙記載の不動産に関する所有権の移転の登記につき、租税特別措置法第 83条
の３第３項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行規則第 31条の
７第３項に規定する事項を証する書類の交付を申請します。 

添付書類：投資法人規約（写） 
：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確認
できるもの） 

：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 
：運用報告書（直近期） 
：租税特別措置法第 83 条の３第３項第２号ロに該当する場合は、直

近期の運用報告書（直近の証明書）及びその他の資産の価格の状
況（別紙様式Ⅵ－14 により作成のうえ添付すること。） 

                                  

 
証   明   書 

 

１．申請者は、租税特別措置法（以下「法」という。）第 83条の３第３項第
１号イ、ロ及びニに掲げ要件を満たす投資法人である。 

(別紙様式Ⅵ－16）（投資法人）（国税）      （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

年 月 日 

○○財務（支）局長 殿 
申請者 住 所 

商 号 （投資法人名） 

執行役員 （氏 名）    印 
 
申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別

紙記載の不動産に関する所有権の移転の登記につき、租税特別措置法第 83条
の３第３項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行規則第 31条の
７第３項に規定する事項を証する書類の交付を申請します。 

添付書類：投資法人規約（写） 
：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確認
できるもの） 

：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 
：資産運用報告書（直近期） 
：租税特別措置法第 83 条の３第３項第２号ロに該当する場合は、直

近期の運用報告書（直近の証明書）及びその他の資産の価格の状
況（別紙様式Ⅵ－14 により作成のうえ添付すること。） 

                                  

 
証   明   書 

 

１．申請者は、租税特別措置法（以下「法」という。）第 83条の３第３項第
１号イ、ロ及びニに掲げる要件を満たす投資法人である。 
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２．申請者の別紙記載の不動産の取得は、法第 83条の３第３項に規定する投
資法人規約に従ったものであり、同項第２号に規定する特定不動産の割合
は以下のとおりである。 

  同号イに該当する割合   100 分の 
  同号ロに該当する割合   100 分の 

当該不動産取得前の割合 100 分の 

 
３．申請者の上記２．にかかる特定不動産の取得日は平成 年 月 日であ
り、この証明書により法第 83条の３第３項の規定の適用を受けることがで

きる期限は平成 年 月 日である。 
 
以上のとおり証明する。 

 
 年 月 日 

○○財務（支）局長 ○○ ○○ 印 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

２．申請者の別紙記載の不動産の取得は、法第 83条の３第３項に規定する投
資法人規約に従ったものであり、同項第２号に規定する特定不動産の割合
は以下のとおりである。 

  同号イに該当する割合   100 分の 
  同号ロに該当する割合   100 分の 

当該不動産取得前の割合 100 分の 

 
３．申請者の上記２．にかかる特定不動産の取得日は平成 年 月 日であ
り、この証明書により法第 83条の３第３項の規定の適用を受けることがで

きる期限は平成 年 月 日である。 
 
以上のとおり証明する。 

 
 年 月 日 

○○財務（支）局長 ○○ ○○ 印 
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（別紙様式Ⅵ－17）（投資法人）（地方税）    （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

年 月 日 

○○財務（支）局 殿 
申請者 住 所 

商 号 （投資法人名） 

執行役員 （氏 名）    印 
 
申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別

紙記載の不動産に関する不動産取得税については、地方税法附則第 11条第 15
項の規定の適用を受けたいので、地方税法施行規則附則第３条の２の 13に規
定する事項を証する書類の交付を申請します。 

添付書類：投資信託約款（写） 
：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確認
できるもの） 

：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 
：運用報告書（直近期） 
：地方税法施行令附則第７条第 14項第４号ロに該当する場合は、直

近期の資産運用報告（又は直近の証明書）及びその他の資産の価
格の状況（別紙様式Ⅵ－14 により作成のうえ添付すること。） 

                                  

 
証   明   書 

 

１．申請者の別紙記載の不動産の取得は、地方税法施行令附則（以下「令附
則」という。）第７条第 14 項第１号及び第３号に規定する要件を満たす投

（別紙様式Ⅵ－17）（投資法人）（地方税）    （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

年 月 日 

○○財務（支）局 殿 
申請者 住 所 

商 号 （投資法人名） 

執行役員 （氏 名）    印 
 
申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別

紙記載の不動産に関する不動産取得税については、地方税法附則第 11条第 15
項の規定の適用を受けたいので、地方税法施行令附則第７条第 14 項に規定す
る事項を証する書類の交付を申請します。 

添付書類：投資法人規約（写） 
：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確認
できるもの） 

：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 
：資産運用報告書（直近期） 
：地方税法施行令附則第７条第 14項第４号ロに該当する場合は、直

近期の資産運用報告（又は直近の証明書）及びその他の資産の価
格の状況（別紙様式Ⅵ－14 により作成のうえ添付すること。） 

                                  

 
証   明   書 

 

１．本件については、申請者が地方税法施行令附則（以下「令附則」という。）
第７条第14項第１号及び第３号に掲げる要件を満たすものを取得したこと
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資信託を引き受けたことによるものである。 

 
２．当該不動産の取得について、令附則第７条第 14 項第４号に規定する特定
不動産の割合は、以下のとおりであり、同号の要件を満たすものである。 

  同号イに該当する割合   100 分の 
  同号ロに該当する割合   100 分の 

当該不動産取得前の割合 100 分の 

 
以上のとおり証明する。 
 年 月 日 

○○財務（支）局長 ○○ ○○ 印 
 

によるものである。 

 
２．当該不動産の取得について、令附則第７条第 14 項第４号に規定する特定
不動産の割合は、以下のとおりであり、同号の要件を満たすものである。 

  同号イに該当する割合   100 分の 
  同号ロに該当する割合   100 分の 

当該不動産取得前の割合 100 分の 

 
以上のとおり証明する。 
 年 月 日 

○○財務（支）局長 ○○ ○○ 印 
 

 


